
（平成２７年１月１５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認九州地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 5 件



九州（熊本）厚生年金 事案 5393 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、

申立期間①は 23 万 2,000 円、申立期間②及び③は 23 万 6,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 16日 

         ② 平成 18年７月 14日 

         ③ 平成 18年 12月 15日          

私は、Ａ社（以下「申立事業所」という。）に勤務し、申立期間に係る

賞与の支給を受け、厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、当

該期間に係る標準賞与額の記録が確認できない。 

申立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立人名義の口座に係る預金通帳の写し及び金融機関が

提供した申立人名義の口座に係る入出金記録により、申立事業所から申立人

に対し、申立期間に係る賞与が振り込まれていたことが確認できる。 

また、申立期間において申立事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が

確認できる複数の同僚が所持している賞与明細書によると、厚生年金保険料

が賞与から控除されていたことが確認できる。 

これらのことから、申立事業所から申立人に対し、申立期間に係る賞与が

支給され、厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の預金通帳の写し、入

出金記録及び複数の同僚の賞与明細書から推認できる賞与支給額及び保険料

  



控除額から、申立期間①は 23 万 2,000 円、申立期間②及び③は 23 万 6,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、申立事業所は既に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっている上、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、ほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

  



九州（大分）厚生年金 事案 5394 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資格取得日

は昭和 44年３月３日、資格喪失日は 45年７月 26日であると認められること

から、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、２万 4,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 11月１日から 43年３月 10日まで 

            ② 昭和 43年７月 15日から 45年９月 30日まで 

            ③ 昭和 47年５月１日から同年７月１日まで 

            ④ 昭和 47年 11月１日から 48年 11月１日まで 

            ⑤ 昭和 51年 10月 15日から 53年２月１日まで 

            ⑥ 昭和 57年５月２日から平成３年 10月１日まで 

            ⑦ 平成４年２月２日から５年２月２日まで 

   申立期間①について、昭和 41 年６月から 43 年３月までＣ社に勤務して

いたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間②について、Ｄ社に勤務し、健康保険証を交付されたことを記

憶しており、同僚の氏名も記憶しているが、厚生年金保険の被保険者記録

が確認できない。また、申立期間②の一部の期間は、Ａ社にも勤務してい

たにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間③及び④について、再度、昭和 47 年５月から 48年 11月までＤ

社に勤務したにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が確認できな

い。 

申立期間⑤は、Ｅ市に在ったＦ社が経営するＧ事業所（当時の厚生年金

保険の適用事業所名。昭和 63 年２月６日から、適用事業所名をＦ社に変

更）に勤務していた。また、申立期間⑥は、申立期間⑤の後、Ｈ市に在っ

たＩ社に異動したが、その後再び前述のＧ事業所に異動した。しかし、申

 

 

 

 

 

 

 

 

 



立期間⑤と⑥の間のＩ社には厚生年金保険の被保険者記録が確認できるに

もかかわらず、申立期間⑤及び⑥に係る厚生年金保険の被保険者記録が確

認できない。 

申立期間⑦について、平成３年 12 月から５年２月までＪ社に勤務してい

たにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 雇用保険の被保険者記録により、昭和 44年３月３日から 45 年７月 25日

までの期間は、申立人がＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者

原票」という。）の中に、申立人と同姓同名で生年月日は一致するが、厚

生年金保険手帳記号番号の末尾が申立人の所持する記号番号と異なるもの

が確認できるところ、当該被保険者原票の厚生年金保険被保険者資格の取

得日は昭和 44年３月３日、喪失日は 45年７月 26日であることが確認でき、

前述の雇用保険の被保険者記録と一致していることから、当該被保険者原

票は申立人のものであると認められる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 44 年３月３日に

厚生年金保険被保険者資格を取得し、45 年７月 26 日に同資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められる。 

また、昭和 44 年３月から 45 年６月までの期間の標準報酬月額について

は、前述の被保険者原票の記録から、２万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、Ｃ社の当時の事業主の姓及び業務内容

を記憶しており、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務して

いたことはうかがえる。 

しかしながら、登記簿謄本及びオンライン記録によると、Ｃ社は既に解

散し、厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申立期間①当時

の事業主から回答を得ることができず、当該期間における申立人の厚生年

金保険の加入状況、厚生年金保険料の給与からの控除等について確認でき

る関連資料等を得ることができない。 

 

  ３ 申立期間②について、申立人は、前述のＡ社に加え、Ｄ社に勤務してい

たと述べているところ、同社の元事業主（申立期間より後に事業主であっ

た者。以下同じ。）は、申立人が、昭和 42 年頃から役員として勤務してい

たと回答していることから、期間の特定はできないものの、申立人が同社

  



に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、Ｄ社は、既に厚生年金保険の

適用事業所ではなくなっている上、申立期間②当時の事業主は既に死亡し

ており、元事業主も当時の資料等は保管していないと回答していることか

ら、当該期間における申立人の厚生年金保険の加入状況、厚生年金保険料

の給与からの控除等について確認できる関連資料等を得ることができない。 

 

  ４ 申立期間③及び④について、Ｄ社の元事業主及びその妻の回答により、

期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかが

える。 

  しかしながら、適用事業所名簿によると、Ｄ社は既に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっている上、申立期間③及び④当時の事業主は既に死

亡しており、元事業主も当時の資料等は保管していないと回答しているこ

とから、当該期間における申立人の厚生年金保険の加入状況、厚生年金保

険料の給与からの控除等について確認できる関連資料等を得ることができ

ない。 

  

 

  ５ 申立期間⑤について、Ｆ社からの回答、申立人が氏名を挙げた上司及び

Ｇ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚の回

答から、期間の特定はできないものの、申立人が同事業所に勤務していた

ことはうかがえる。 

  しかしながら、Ｆ社は、申立期間⑤当時のことは不明であると回答して

おり、当該期間における申立人の厚生年金保険の加入状況、厚生年金保険

料の給与からの控除等について確認できる関連資料等を得ることができな

い。 

  また、申立期間⑤当時、Ｇ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が

確認できる複数の同僚は、申立人が従事していた業務に就いていた者につ

いては、事業所が厚生年金保険に加入させていなかったのではないかと回

答していることから、同事業所では、必ずしも全ての従業員について入社

当初から厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

  

  

     

６ 雇用保険の被保険者記録により、申立期間⑥のうち昭和 57 年５月２日か

ら同年 12 月 22 日までの期間について、申立人は、Ｉ社の離職に係る雇用

保険の失業等給付をＫ公共職業安定所において受給していることが確認で

きることから、当該期間において、申立人がＥ市に在ったＧ事業所に勤務

し、同事業所において厚生年金保険の被保険者であったとは考え難い。 

一方、申立期間⑥のうち昭和 57 年 12 月 23 日から平成３年 10 月１日ま

での期間については、Ｆ社からの回答並びに申立人が氏名を挙げた上司及

  



びＧ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚の

回答から、期間の特定はできないものの、申立人が同事業所に勤務してい

たことはうかがえる。 

  しかしながら、Ｆ社は、申立期間⑥当時のことは不明であると回答して

おり、当該期間における申立人の厚生年金保険の加入状況、厚生年金保険

料の給与からの控除等について確認できる関連資料等を得ることができな

い。 

また、申立期間⑥当時に、Ｇ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる同僚は、入社後数年たって厚生年金保険に加入した等回答し

ており、同事業所では、必ずしも全ての従業員について入社当初から厚生

年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

  

     

  ７ 申立期間⑦について、Ｊ社が提出した「被保険者台帳」及び「事業所別

事務処理台帳」の記載内容並びに申立人に係る雇用保険の被保険者記録の

離職日は平成４年２月１日となっており、その翌日が厚生年金保険被保険

者資格の喪失日となることから、当該記録はオンライン記録と一致してい

る。 

また、Ｊ社は申立期間⑦当時の状況については不明であるが、在職者の

厚生年金保険を喪失させることは無い旨回答していることから、申立人が

当該期間に同社に勤務していたことを推認することができない。 

  さらに、オンライン記録によると、申立人の健康保険証は健康保険・厚

生年金保険被保険者資格喪失届の処理年月日と同日の平成４年３月６日付

けで回収されていることが確認できる。 

  

 

８ 申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立人が当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5395 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、22 万円に訂正す

ることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年４月１日から 19年７月１日まで 

私のねんきん定期便を確認したところ、Ａ社（以下「申立事業所」とい

う。）に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、私が所持

する給与明細書の支給額と相違している。 

調査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立人名義の口座に係る預金通帳の写し、給与明細書及

び源泉徴収票により、申立人は、オンライン記録における標準報酬月額を超

える報酬月額の支払を受け、報酬月額に基づく標準報酬月額と同額又は報酬

月額に基づく標準報酬月額より低い標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、前述の給与明細書等に

より、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

  



いては、オンライン記録によると申立事業所は既に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっている上、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、ほか

に確認できる関連資料及び周辺事情を得ることはできないが、前述の給与明

細書等で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額とオン

ライン記録上の標準報酬月額とが、長期間にわたり一致していないことから

判断すると、事業主は給与明細書等で確認できる報酬月額又は保険料控除額

に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当

時）は、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5396 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 43 年３月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められること

から、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、２万 8,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月１日から同年４月１日まで 

私は、昭和 43 年３月１日に、Ａ社（以下「申立事業所」という。）の正

社員になった。私が所持している厚生年金保険被保険者証には、「初めて

資格を取得した年月日」欄に「昭和 43 年３月１日」と記載されているが、

年金事務所の記録では、厚生年金保険被保険者資格の取得日が、同年４月

１日とされている。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載され

ている資格取得日は、昭和 43年４月１日となっている。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録により、申立人の申立事業所に係

る同保険の被保険者資格の取得日は、昭和 43 年３月１日であることが確認で

きること、及び申立事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる

同僚が、申立人は同年４月１日より前から勤務していた旨回答していること

から、申立人が申立期間において申立事業所に勤務していたことが認められ

る。 

また、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿における申立人の申立事業所

に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 43 年３月１日と記載されて

おり、雇用保険被保険者資格の取得日と一致している。 

  



さらに、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証には、「初めて資格を

取得した年月日」欄に「昭和 43年３月１日」と記載されている。 

なお、日本年金機構Ｂ事務センターは、「厚生年金保険被保険者記号番号

払出簿と健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載された資格取得日が一致

していない理由は不明である。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

事業主は、申立人が昭和 43 年３月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し

た旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立事業所に係る昭

和 43年４月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万 8,000円

とすることが妥当である。 

  



九州（長崎）厚生年金 事案 5397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を 15

万円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 20日 

Ａ社（以下「申立事業所」という。）に勤務していた期間について、標

準賞与額の記録が漏れている可能性があると年金事務所から連絡を受けた。 

申立期間における賞与支給明細書を所持しているので、標準賞与額の記

録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立期間に係る賞与支給明細書から、申立人は申立期間

において、申立事業所から賞与を支給され、厚生年金保険料を事業主により

当該賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の賞与支給明細書において

確認できる賞与額及び保険料控除額から、15万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、申立事業所は既に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっている上、当時の事業主から回答が得られず、ほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 

  



九州（宮崎）国民年金 事案 2839 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年３月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

    

    

    

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から 51年３月まで 

   私は、会社を辞めて自営業を始めた昭和 46 年頃から数年間の国民年金保

険料を納付していないと認識していたので、52 年から 53 年頃に、Ａ県の

Ｂ市役所又は同市Ｃ支所で行われた年金相談に出向き、そこで対応した職

員がその場で計算した数万円の保険料を納付した。 

申立期間の一部については保険料の納付済期間のはずなのに、国の記録

では、申立期間の全てが未納期間とされていることに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を昭和 52 年から 53 年頃に納付

したとしているが、保険料は納期限から２年を経過したときは時効により納

付することができないため、同年７月から 55 年６月まで実施されていた第３

回特例納付の実施前である 53 年６月以前に納付する場合、申立期間のうち一

部の期間の保険料は、納付することができない。 

また、昭和 53 年７月以降に、第３回特例納付により申立期間の保険料を納

付することが可能であったが、保険料を特例納付したのであれば、国民年金

被保険者台帳は保存されていたはずであるが、申立人の同台帳は見当たらな

いなど、申立期間の保険料が第３回特例納付により納付された形跡は見当た

らない。 

さらに、申立人の希望により、口頭意見陳述を実施したが、申立人が申立

期間の一部に係る保険料の納付を行ったことを特定できる具体的な陳述は無

かった。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、当該期間の保険料を納付していたことを

  



うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

  



九州（佐賀）国民年金 事案 2840 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年 10月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月から 47年３月まで 

 私が大学生であった申立期間について、当時、私の父又は母が、私の国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料も納付してくれていた。しかし

ながら、国の記録では、当該期間が国民年金の未加入期間となっているた

め、記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立

人の記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日から判断すると、昭和

47 年４月に払い出されたことが推認できる上、Ａ市の申立人に係る国民年金

被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳並びにオンライン記録により、申立

人は申立期間直後の同年４月１日に国民年金強制加入被保険者として資格取

得していることが確認できる。 

また、申立期間当時、大学生の国民年金への加入は任意とされており、前

述の払出時点（昭和 47 年４月）においては、申立期間当初に遡って国民年金

に加入することはできないことから、申立人の両親が申立期間の保険料を納

付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間当時、Ｂ市Ｃ地区（現在は、Ｂ市Ｄ区Ｃ地

区）又は同市Ｅ地区（現在は、同市Ｆ区Ｅ地区）に居住していたが、実家の

在るＡ市からＢ市に住所変更の届出を行ったかどうかは分からない旨述べて

いるところ、申立期間当時、Ａ市を管轄していたＧ社会保険事務所（当時）

並びにＢ市Ｃ地区及び同市Ｅ地区を管轄していたＨ社会保険事務所（当時）

の申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿に申立人の氏名は確認できず、

申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

  



事情は見当たらない。 

  加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておら

ず、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したとする申立人の

両親は既に死亡しており、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付状

況について確認することができない。 

このほか、申立人及び申立人の両親が申立期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 

 

  



九州（長崎）国民年金 事案 2841 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年７月から 57 年３月までの期間及び同年 10 月から 58 年

８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55年７月から 57年３月まで 

         ② 昭和 57年 10月から 58年８月まで 

 私は、Ａ市Ｂ区役所において、昭和 56 年４月に婚姻の届出と一緒に私と

妻の国民年金の加入手続を行った。また、国民年金保険料は遅れがちでは

あったが、同区役所の窓口において納付していたにもかかわらず、申立期

間が未納期間となっているので、申立期間を保険料の納付済期間として認

めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立

人の記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日により、昭和 57 年６月

に夫婦連番で払い出されたことが推認できることから、申立人とその妻の国

民年金の加入手続は、この頃に行われたと考えられ、婚姻の届出（昭和 56 年

４月）と一緒に加入手続を行ったとする申立人の主張と相違する。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、Ａ市Ｂ区役所の窓

口で納付した旨主張しているが、前述の加入手続が行われたと考えられる時

点（昭和 57 年６月）において、申立期間①の保険料は過年度保険料となるこ

とから、Ａ市に照会したところ、同市は、区役所の窓口で過年度保険料を収

納することは無かった旨回答している。 

さらに、Ａ市の国民年金収滞納リストによると、申立期間①直後の昭和 57

年４月から同年７月までの保険料は同年９月７日に、申立期間②直前の同年

８月及び同年９月の保険料は 58 年４月 30 日に現年度納付されていることが

確認できるところ、当該納付日（昭和 58 年４月 30 日）は申立期間②のうち、

  



57 年 10 月から 58 年３月までの保険料を現年度納付することができる最終日

であり、この日より後に当該期間の保険料を納付するには、過年度保険料と

して納付することになるが、前述のとおり、同市の回答内容等から、当該期

間の保険料を同市の区役所の窓口で納付することはできなかったものと考え

られる。 

加えて、申立人に係る前述の収滞納リスト及び国民年金被保険者台帳にお

いて、申立期間②は未納期間とされている。 

また、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出されていることを

うかがわせる事情は見当たらないほか、国民年金の加入手続及び保険料の納

付を一緒に行ったとする申立人の妻の申立期間①及び②を含む昭和 55 年７月

から 58年８月までの納付記録は、申立人と同様の記録となっている。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 28年５月１日から 35年１月 26日まで 

  私がＡ社に勤務していた期間の厚生年金保険の被保険者期間について、

昭和 35 年４月 19 日に脱退手当金が支給された記録となっているが、私は、

Ｂ国へ永住のため同年４月１日に出国しており、支給日には日本におらず、

受給できなかったので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正して

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、厚生省（当時）から

脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を当該脱退手当金の裁

定庁に回答したことを示す「回答済」の押印が確認できる。 

また、申立てに係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和 35 年４月

19日に支給決定されるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載された申立人の整理

番号の前後 50 人のうち、オンライン記録により、申立人の厚生年金保険被保

険者資格の喪失日から前後４年以内に資格喪失した脱退手当金の支給要件を

満たす女性 26 人（申立人を含む。）のうち 24 人に脱退手当金の支給記録が

確認できる。 

また、上記の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給決定が行

われたことを示す「脱」の表示は確認できないものの、前述の被保険者 24 人

についても、「脱」表示が記載されている者は確認できない。 

さらに、前述の脱退手当金の支給記録を確認できる女性 24 人について調査

したところ、そのうち 18 人が資格喪失後６か月以内に支給決定されているこ

  



とが確認でき、その中には、脱退手当金を受給した旨回答した者も見られる。 

加えて、申立人に係る脱退手当金が支給決定された昭和 35 年４月は通算年

金制度の創設前であり、申立期間のみでは老齢年金の受給要件を満たすこと

ができない申立人が、Ｂ国への永住許可を受けるに当たり、出国前に脱退手

当金を請求することに不自然さはうかがえない。 

今回、申立人は、脱退手当金の支給決定日は既にＢ国に出国していたため

脱退手当金を受給することができなかった旨主張しているところ、申立人が

当該脱退手当金の支給決定時に日本を出国していた事実のみをもって脱退手

当金を受給していないとまでは言い難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

  



九州（大分）厚生年金 事案 5399 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年９月頃から 51年 11月１日まで 

昭和 50 年９月頃にＡ社（以下「申立事業所」という。現在は、Ｂ社）に

入社し、Ｃ職として 51年 10月 31日まで継続して勤務していたが、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できないので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の回答及び申立期間に申立事業所に係る厚生年金保険被保険者記録が

確認できる複数の同僚の回答から、期間の特定はできないものの、申立人が、

申立事業所において勤務していたことはうかがえる。 

 しかしながら、Ｂ社は、申立期間当時の資料を保管していない旨回答して

おり、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険

料の給与からの控除について確認することができない。 

 また、Ｂ社は、入社した従業員の厚生年金保険及び雇用保険については、

原則として３か月間の試用期間後に加入させていたが、加入を希望しない者

については厚生年金保険及び雇用保険に加入させておらず、給与から保険料

を控除することは無かった旨回答していることから、申立期間当時、申立事

業所は必ずしも全ての従業員について厚生年金保険に加入させていたとは限

らない事情がうかがえる。なお、申立人の申立事業所に係る雇用保険被保険

者記録は確認できない。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に、申立人

の被保険者記録は確認できない上、健康保険の整理番号に欠番は無いことか

ら、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

  

  

  



ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、当該期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



九州（鹿児島）厚生年金 事案 5400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 27年 10月 22日から 28年１月 20日まで 

           ② 昭和 28年２月 25日から同年７月 10日まで 

           ③ 昭和 28年７月 10日から 29年９月２日まで 

           ④ 昭和 29年 11月 22日から 36年３月 30日まで 

  私の申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録においては、Ａ事業所

を退職した後、昭和 36年 10月 24日に脱退手当金が支給された記録となっ

ているが、当該支給月には既に同事業所が在ったＢ県からＣ県に転居して

おり、脱退手当金の支給についてどこからも連絡が無く、受給した記憶も

無いので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、脱退手当金の支給対象期間の最終事業

所であるＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人の欄には脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記さ

れている。 

また、Ｄ年金事務所が保管する昭和 36 年度分脱退手当金整理簿に、申立人

の氏名、脱退手当金の支給金額及び支給決定日が記載されていることが確認

できる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に、厚生省（当

時）から脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を当該脱退手

当金の裁定庁に回答したことを示す「回答済」の押印が確認できる。 

加えて、申立てに係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立

期間④に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約７か月後の昭和 36 年

10 月 24 日に支給決定されるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

  



い。 

また、前述の被保険者名簿に記載された申立人の整理番号の前後 50 人のう

ち、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から前後２年以内に資格喪

失した脱退手当金の支給要件を満たす女性 18 人（申立人を含む。）について

調査したところ、15 人に脱退手当金支給記録が確認でき、その全員が厚生年

金保険被保険者資格の喪失日から１年以内に支給決定されていることから、

事業主による代理請求がなされた可能性を否定できない。 

今回、申立人は、脱退手当金の支給決定日には既にＢ県からＣ県へ転居し

ていたので受給していない旨主張しているところ、請求者の住所地が遠隔地

であっても住所地の金融機関への送金により脱退手当金の受領が可能であっ

たことから、申立人が当該脱退手当金の支給決定時にＣ県へ転居していた事

実のみをもって脱退手当金を受給することができなかったとまでは言い難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5401（九州（佐賀）厚生年金事案 5128 の再申立

て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年８月１日から 33年８月１日まで 

私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、Ｃ県Ｄ町においてＥ施設のＦ事

業に従事したとして、年金記録確認第三者委員会に対し申立てを行ったが、

記録の訂正は認められなかった。 

その後、Ｃ県Ｇ部署から前述の事業の受注者は、Ａ社のほか、Ｈ社（現

在は、Ｉ社）、Ｊ社及びＫ社の３社もあったと聞いたので、これらの３社

を調査してほしい。 

また、従事していた事業場の近くに在った診療所で健康診断を受けたこ

とや、健康保険証を使用し受診したことなどを思い出したので、前述の４

社のいずれかに勤務していたことは間違いない。 

再度調査の上、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ｂ社が保管する従業員名簿により

Ｃ県Ｄ町に所在するＥ施設に係るＦ事業に従事していることが確認できる社

員は、Ａ社Ｌ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険

者名簿」という。）において厚生年金保険の被保険者記録が確認できるとこ

ろ、このうち複数の同僚に照会したが、申立人が当該期間に同社に勤務して

いたことをうかがわせる回答を得ることができないこと、ⅱ）Ｂ社は、同社

が保管している従業員名簿、厚生年金保険被保険者整理名簿及び健康保險・

厚生年金保險被保険者資格取得届の控えを確認した結果、申立人の氏名は見

当たらない旨回答していること等を理由として、既に当委員会の決定に基づ

  



き、平成 26 年４月 10 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとす

る通知が行われている。 

今回、申立人は、前回の申立事業所であるＡ社とは別に、Ｈ社、Ｊ社及び

Ｋ社の３社を調査してほしい、また、診療所で健康診断を受けたことや、健

康保険証を使用し受診したことなどを思い出したとして再度申し立てている。 

しかしながら、Ｈ社、Ｊ社及びＫ社は、申立人に係る資料が無く、勤務に

ついては不明と回答している上、申立期間における当該３社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によると、いずれの被保険者名簿においても申立

人の氏名は見当たらず、整理番号に欠番は無い。 

また、申立人が一緒に勤務していたとして挙げた同僚の氏名は、オンライ

ン記録に厚生年金保険の被保険者記録が見当たらない。 

さらに、申立人が挙げた診療所については、Ｍ団体が保管する昭和 32 年頃

に作成された資料により、Ｃ県Ｄ町に「Ｎ診療所」が開設されていたことを

うかがわせる記載が確認できるものの、Ｂ社は、申立期間当時の資料は保管

していないことから、申立人が挙げた診療所に関する件は確認できない旨回

答している。 

このほかに、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立て期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5402（九州（佐賀）厚生年金事案 5128 の再申立

て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33年８月１日から 34年 10月１日まで 

         ② 昭和 34年 10月１日から 35年６月１日まで 

私は、申立期間について、Ａ事業所（以下「申立事業所」という。）に

勤務し、Ｂ社及びＣ社の作業場でＤ職としてＥ業務に従事していたとして、

年金記録確認第三者委員会に対し申立てを行ったが、いずれの期間につい

ても記録の訂正は認められなかった。 

その後、申立期間①については、私が前述の作業場で働いていたことを

知っている知人の氏名を思い出したので、その知人に話を聞いてほしい。 

また、申立期間②については、新たな資料は無いものの、申立事業所か

らＣ社Ｆ事業所に応援に行くように言われたので、申立事業所に勤務して

いたことは間違いない。 

再度調査の上、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについて、ⅰ）Ａ事業所という名称の厚生年金保険

の適用事業所がＧ県において２事業所確認できることから、当該２事業所に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）

により厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の者に照会を行ったも

のの、いずれの者も当該事業所は申立人が主張しているＥ業務を行っていな

かったと回答していることから、当該２事業所は申立事業所ではないと考え

られること、ⅱ）申立期間①については、Ｂ社に係る被保険者名簿により当

該期間において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の者に照会し

  



たところ、全員が、「申立人及び申立事業所に係る記憶は無い。」と回答し

ていること、ⅲ）申立期間②については、Ｃ社は、当時において、同社と

「Ａ事業所」という名称の事業所との事業上の関係は確認できず、同社の業

務を請け負っていた事業所に所属するＤ職について、同社において社会保険

に加入させていたことは無く、申立人が同社に採用されたことも確認できな

い旨回答していること等を理由として、既に当委員会の決定に基づき、平成

26 年４月 10 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が

行われている。 

今回、申立人は、申立期間①について、申立人が作業場で働いていたこと

を知っている知人の氏名を思い出したとして再度申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録により、申立人が氏名を挙げた知人と同姓

同名の者一人に厚生年金保険の被保険者記録が確認できるものの、既に死亡

していることから、申立人の申立期間当時の勤務実態、厚生年金保険料の控

除等に係る証言を得ることができない。 

また、申立期間②については、申立人からの新たな主張及び資料の提出は

無く、当初の決定を変更する新たな事情も見当たらない。 

このほかに、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  




